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論 文 審 査 結 果 の 要 旨 
 
現在、日本の子どもの貧困は大きな社会問題となっており、国民生活基礎調査による子
どもの貧困率は13.9％（2015年）であり、国際的に見ても高い傾向にある。このような経
済格差による健康格差は、子どもたちにとって新たな健康課題となっている。 
近年、こども食堂の開設が相次いでいる。こども食堂とは、経済的な理由等によって「家
庭における共食が難しい子どもたち」に対して、「無料または安価で栄養のある食事や温
かな団らんを提供する」取り組みであり、地域住民等による民間発の取り組みとして、自
然発生的に始まったものとされている。現在、こども食堂は全国に3,718か所あり、2018年
の調査と比べて1.6倍に増加するなど拡大が進んでいる。しかし、こども食堂に関する調査
や研究は十分とは言えず、運営に関する詳細な把握や分析の報告は少ない。 
そこで、本研究では、子どもの生涯を通じた健康づくりに資するため、支援を必要とす
る子どもたちへの食支援の基盤としてこども食堂を位置付け、こども食堂の継続的な運営
に係る支援方策を明らかにすることを目的とした。 
本論文は全10章から成り、序章、第Ⅰ章及び第Ⅱ章では先行研究や現状の分析、第Ⅲ章
では研究の枠組みを設定するとともに、子ども食堂の設置主体の特性等を活かした活動の
状況等を踏まえ、本研究の仮説は、効果的な支援を行うためには、設置主体別の支援方策
が必要であるとした。第Ⅳ章、第Ⅴ章及び第Ⅵ章では2017年、2019年に行った調査結果の
分析、第Ⅶ章では総合考察、第Ⅷ章では媒体案の検討、終章では結論と展望を示している。  
第Ⅳ章、第Ⅴ章及び第Ⅵ章で扱った2017年に実施した調査結果では、「施設の運営状況」
が「良好」な施設は全体の約6割であった。施設の運営状況が「困難」な施設の特徴として、
9 
参加者数やスタッフ数が小規模で開催頻度が低く、補助金・助成金等の利用が少ないなど
の傾向が見られた。「事業の運営状況」は、規模、経費、人材等ハード面との関連が大き
く、「事業目標の達成状況」や「食育の取組状況」は、運営、食育といったソフト面との
関連が大きいことが明らかになった。このため、こども食堂への支援に際しては、運営の
構造的な側面及び要素的な側面から、重層的に支えていくことが必要であることが示唆さ
れた。  
2017年と2019年に実施した調査結果との比較（同一施設）では、「施設の運営状況」が
「良好」な施設は2017年調査では約７割であったが、2019年調査では約9割となっていた。
「事業目標の達成状況」が「達成している」施設は、2017年調査では全体の約９割、2019
年調査ではほぼ10割であった。これらの結果から、「良好で継続的な活動を実現するため
の視点」として、こども食堂の活動には、「運営力の向上」と「支援力の向上」によるア
プローチが必要であることが明らかになった。さらに、子ども食堂を継続していく上で必
要な意識及び取り組みとして、①「継続のための共通理解」、②「無理せず長続き」、③
「健康的な食事の提供」、④「ゆるやかな食育」の４点を、「活動のポイント」とした。  
第Ⅷ章では、こども食堂の活動に関わる人の運営力の向上を図り、継続的な活動を支援
すること、これまでの研究成果や効果的な運営方法に関する情報等をもとに、子ども食堂
運営のためのガイドブック案を新たに提案した。 
終章では、仮説を検証した結果、子ども食堂の設置主体別の支援方策が必要であること
を支持するまでには至らなかったが、活動に関わる人の意識や、活動に取り組む環境等に
働きかける支援方策の必要性を明らかにした。そして、本研究の目的である「継続的な運
営に係る支援方策」として、「良好で継続的な活動を実現するための視点」を明らかにし、
継続していく上で必要な意識と取組を「活動のポイント」として示すことができた。 
こども食堂は、子どもたちに対する食支援の場であり、人との多様な共有が行われる場
でもある。こども食堂の活動や支援に関する明確なビジョンのもと、支援のつながり、あ
るいは子どもたち、こども食堂、地域においてそれぞれの取組が主体的に実践されること
で、健やかな成長、継続的な運営、地域の活性化が図られ、ひいては持続可能な地域社会
の実現につながることを強調した。 
しかしながら、本研究では、地域を特定した介入は行っておらず、支援方策に関する効
果を評価するまでには至らなかった。今後は、評価指標の開発を進め、介入による検証を
行い、因果関係等の明確化を進めるとともに、こども食堂における食育のもつ重要性から、
食育を示す指標の検討や実践プログラムの開発等を、今後の研究課題としている。 
 
以上、審査委員会は、研究課題の重要性、研究手法の妥当性、研究成果の分析並びに考
察の適切性、研究の発展性などを審査した結果、本論文はいずれも評価することができ、
博士論文授与に十分値すると、審査員全員一致で判断したことを報告する。 
